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第４部　環境行政の推進体制

本県における環境行政組織は、現在、環境生活
部の５課２室及び各保健福祉事務所（保健所）、保

健環境センター、原子力センター、地方振興事務
所等で構成されています。

第４部　環境行政の推進体制

環境政策課
１　環境行政組織の状況

▲図４−１−１　環境行政組織図（平成１９年４月１日現在）

　知事　　　副知事　　　環境生活部　　　環境政策課　　　　　地球環境班
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環境計画推進班
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環境影響評価班
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環境対策課　　　　　調整指導班
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大気環境班
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　水環境班
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環境安全班
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　保健環境センター　　　　　事務局総務班
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企画情報部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環境化学部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大気環境部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　水環境部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原子力センター　　　　　　監視測定班
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原子力安全対策室　　安全対策班
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自然保護課　　　　　調整指導班
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自然保護班
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　野生生物保護班
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　みどり保全班
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資源循環推進課　　　調整班
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企画指導班
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　普及促進班
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　廃棄物対策課　　　　指導班
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　不法投棄対策班
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　施設班 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　竹の内産廃処分場　　対策班
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　対策室
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環境保全連絡調整会議（会長：環境生活部長）
　　　　　　　　　　　　保健福祉部　　　保健福祉総務課　　　保健福祉事務所　　　環境衛生部　　　環境公害班
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（保健所）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　塩釜総合支所　　　　環境衛生部　　　環境公害班
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岩沼支所　　　　　　　　　　　　　　環境公害班
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　黒川支所　　　　　　　　　　　　　　環境衛生班
　　　　　　　　　　　　経済商工　　　　経済商工観光　　　　地方振興事務所　　　林業振興部　　　森林管理班
　　　　　　　　　　　　観光部　　　　　総務課
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（登米）　　　　　　　（林業振興部）　　（森林整備班）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（気仙沼）　　　　　　（農林振興部）　　（森林整備班）
　　　　　　　　　　　　農林水産部　　　農業振興課　　　　　農業・園芸総合研究所　　園芸環境部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　古川農業試験場　　　　　土壌肥料部
　　　　　　　　　　　環境管理委員会（委員長：副知事）
　　　　　　　　　　　環境審議会
　　　　　　　　　　　自然環境保全審議会
　　　　　　　　　　　公害審査会
　　　　　　　　　　　自然エネルギー等・省エネルギー促進審議会
　　　　　　　　　　　環境影響評価技術審査会
　　　　　　　　　　　女川原子力発電所環境保全監視協議会
　　　　　　　　　　　女川原子力発電所環境調査測定技術会
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１　環境審議会
宮城県環境審議会は、環境基本法第４３条及び環

境審議会条例に基づき、公害対策審議会に替えて
平成６年８月に設置され、本県の区域における環
境の保全に係る基本的事項を調査審議していま
す。

平成１９年３月３１日現在の委員は、学識経験者２０
人、県議会議員２人、国の行政機関の職員３人の
計２５人で構成されています。また、専門的事項を
調査するため、水質専門委員８人、地盤沈下専門
委員６人が委嘱されています。

▼表４−２−１　環境審議会開催状況

２　自然環境保全審議会
宮城県自然環境保全審議会は、自然環境保全法

第５１条及び自然環境保全審議会条例に基づいて昭
和４７年１０月に設置され、「鳥獣の保護及び狩猟の
適正化に関する法律」及び「温泉法」の規定に基
づく権限に属する事項のほか、自然環境に関する
重要事項を調査・審議しています。
平成１９年３月３１日現在の委員の構成は、学識経
験者１９人、県議会議員２人、国の行政機関の職員

１人、町村の職員１人の計２３人となっています。
また、専門的事項を調査・審議するため、下部組
織として自然環境部会と温泉部会が設置されてい
ます。自然環境部会は１０名、温泉部会は１０名で構
成されており、各部会では、自然環境保全審議会
条例に基づき、その権限に属する事項について調
査・審議を行っています。

環境政策課
２　審議会等の状況

審　議　内　容開催年月日区　　　分
・水循環保全計画の策定について（答申）
・平成１９年度公共用水域及び地下水水質測定計画の策定について（諮問）
・公害防止条例に基づく規制基準の改正について（諮問）
・村田町竹の内地区産業廃棄物最終処分場に係る特定支障除去等事業実施　
計画について（答申）

・平成１９年度公共用水域及び地下水水質測定計画の策定について（答申）
・公害防止条例に基づく規制基準の改正について（答申）
・釜房ダム貯水池湖沼水質保全計画（第５期）の策定について（諮問）

平成１８年１０月３０日
平成１９年１月１５日

平成１９年３月２３日

環境審議会

・平成１９年度公共用水域及び地下水水質測定計画の策定について
・公害防止条例に基づく規制基準の改正について

平成１９年１月２２日水質専門委員会議

自然保護課・薬務課

▼表４−２−２　自然環境保全審議会開催状況

審　議　内　容開催年月日区　　　分
・自然環境保全基本方針の改正について
・県指定鳥獣保護区の指定等について
・宮城県自然環境保全審議会会長の選出について
・第１０次宮城県鳥獣保護事業計画（案）について
・第二期宮城県ニホンザル保護管理計画（案）について

平成１８年８月７日

平成１９年２月９日

自然環境保全審議会

・自然環境保全基本方針の改正について平成１８年５月２３日自然環境部会
・掘削に関する審議　　　６件
・動力装置に関する審議　１件

平成１８年６月１４日温泉部会

・掘削に関する審議　　　２件
・増掘に関する審議　　　１件
・動力装置に関する審議　２件

平成１８年９月２９日

・掘削に関する審議　　　７件
・動力装置に関する審議　５件

平成１９年２月１３日
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第４部　環境行政の推進体制

３　自然エネルギー等・省エネルギー促進
審議会
宮城県自然エネルギー等・省エネルギー促進審
議会は、宮城県自然エネルギー等・省エネルギー
促進条例第１７条に基づき、平成１５年１２月２５日に設
置され、同条例第９条に定める本県における自然
エネルギー等の導入促進及び省エネルギーの促進

▼表４−２−３　自然エネルギー等・省エネルギー促進審議会開催状況

に関する基本的な計画及びその他重要事項を調査
審議しています。
平成１９年３月３１日現在の委員は、学識経験者等

１７人、行政機関の職員２人及び一般公募委員１人
の計２０人で構成されています。

４　グリーン購入促進委員会
宮城県グリーン購入促進委員会は、グリーン購

入促進条例第２０条に基づき、平成１８年６月１２日に
設置され、グリーン購入の促進に関する重要事項
を調査審議しています。

平成１９年３月３１日現在の委員は、学識経験者３
人とグリーン購入の普及や促進に取り組むＮＰ
Ｏ、消費者や業界の団体等の代表者７人の計１０人
で構成されています。

５　公害審査会
宮城県公害審査会は、公害紛争処理法第１３条及
び公害紛争処理条例第２条に基づき、昭和４６年４
月に設置され、公害（典型７公害）に係る紛争に

ついて、あっせん、調停及び仲裁を行っています。
平成１９年３月３１日現在の委員は、弁護士、学識

経験者等の１２人で構成されています。

環境政策課

審　　　議　　　内　　　容開催年月日
・自然エネルギー等の導入及び省エネルギーの促進加速策について
・宮城県自然エネルギー等・省エネルギー大賞について（報告）
・宮城県ＥＳＣＯ事業導入可能性調査事業について（報告）
・脱・二酸化炭素連邦みやぎ形成モデル事業に係る二酸化炭素排出量削減効果検証結果の概要
（報告）

平成１８年１０月３１日

・平成１８年度宮城県自然エネルギー等・省エネルギー大賞について
・自然エネルギー導入の現状と導入拡大に向けた方策について（報告）
・県有施設へのＥＳＣＯ事業導入可能性調査について（報告）

平成１９年２月１６日

資源循環推進課

▼表４−２−４　グリーン購入促進促進委員会開催状況

審　　　議　　　内　　　容開催年月日
・会議の公開について
・宮城県グリーン製品の認定基準について
・グリーン購入の推進に関する基本方針について

平成１８年６月１２日

・グリーン購入の推進に関する基本方針について
・宮城県グリーン購入大賞について

平成１８年１０月３１日

・宮城県グリーン製品の認定基準について平成１９年３月２８日

環境政策課

▼表４−２−５　公害審査会開催状況

審　　　議　　　内　　　容開催年月日
・公害苦情処理状況等に係る報告平成１８年５月１５日
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６　環境影響評価技術審査会
宮城県環境影響評価技術審査会は、環境影響評

価条例第４７条に基づき、平成１１年１月に設置さ
れ、環境影響評価その他の手続等に関する技術的
な事項を調査審議しています。
平成１９年３月３１日現在の委員は、学識経験者１３

人で構成されています。

環境政策課

さらに、会長が技術審査会の委員から４人を指
名し、技術審査会に環境影響評価マニュアル検討
部会を設置し、環境影響評価技術指針の解説書で
ある環境影響評価マニュアルの改訂について調査
審議を行っています。

▼表４−２−６　環境影響評価技術審査会開催状況

審　　議　　内　　容 開催年月日
・仙台火力発電所リプレース計画に係る環境影響評価準備書について（諮
問）

・環境影響評価技術指針の改定について（審議） 

平成１８年８月１０日環境影響評価技術審査会

・仙台火力発電所リプレース計画に係る環境影響評価準備書について（審
議）

・環境影響評価技術指針の改定について（審議）

平成１８年１１月７日

・仙台火力発電所リプレース計画に係る環境影響評価準備書について（答
申）

・環境影響評価技術指針の改定について（答申）

平成１８年１２月１９日

・新仙台火力発電所リプレース計画に係る環境影響評価方法書について
（諮問）

平成１９年３月２９日

・環境影響評価マニュアルの改訂（素案）について　平成１９年２月１４日環境影響評価マニュアル
検討部会 ・環境影響評価マニュアルの改訂（最終案）について 平成１９年３月２９日


